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羽島市プロポーザル方式による契約手続に関する実施要領 

平成１７年４月２６日決裁 

（趣旨） 

第１条 この要領は、羽島市が締結する契約のうち、その業務の目的が価格競争のみ

では達しえないと判断される場合に、最も優れた企画提案をした者と随意契約を行

う方法（以下「プロポーザル方式」という。）について、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この要領において、プロポーザル方式として次に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによるものとする。 

⑴ 公募型プロポーザル方式 プロポーザル方式のうち、提案者を市ホームページ

への掲載その他の方法での公募により募集し、提案資格があると認めた者から

提案を受ける方式をいう。 

⑵ 指名型プロポーザル方式 プロポーザル方式のうち、あらかじめ複数の提案者

を指名により選定し、当該指名を受けた者から提案を受ける方式をいう。 

（対象となる業務） 

第３条 プロポーザル方式の対象となる業務は、概ね知識、構想力及び応用力を特に

必要とする建設工事、設計・コンサルタント業務、物品の供給、役務の提供等とす

る。ただし、特許、著作権に係る技術等又は非公開情報等を必要とする業務は除く

ものとする。 

（参加資格要件等） 

第４条 プロポーザル方式への参加を希望する者は、次に掲げる要件を満たす者でな

ければならない。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該

当しないこと。 

⑵ 羽島市契約規則（昭和３９年羽島市規則第６号）第２１条の規定に基づき調製し

た羽島市指名競争入札参加者名簿に登録されていること。 

⑶ プロポーザル公告日から契約締結日までの期間に、「羽島市競争入札参加資格停

止の措置要領」（平成１９年９月２５日決裁）に基づく資格停止、又は羽島市が

行う契約から暴力団排除に関する措置要綱」（平成２２年８月１２日決裁）に基

づく排除措置又はこれに準ずる措置を受けていないこと。 

２ 前項第２号の要件は、業務の性質又は目的により、広く提案を求める必要がある

場合には、適用しない。ただし、同号の要件に該当しないものが契約相手となった

場合には、速やかに入札参加資格審査申請書及びその申請に必要な書類を提出させ

ること。 
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３ 前２項に規定するもののほか、必要な参加資格要件は、業務の内容等に応じて別

に定めるものとする。 

（業務の選定） 

第５条 プロポーザル方式の対象となる業務の選定は、羽島市業者指名審査委員会規

則（昭和５３年羽島市規則第１２号）第１条に規定する羽島市業者指名審査委員会

（以下、「指名委員会」という。）が行う。 

２ 指名委員会は、前項の規定により、当該業務がプロポーザル方式の対象に適合す

るものと選定したときは、直ちに次に掲げる事項を審議し、決定するものとする。 

⑴ プロポーザルの方式 

⑵ 公募型プロポーザル方式にあっては公募条件の設定、指名型プロポーザル方式に 

あっては指名を受ける者の選定 

⑶ 当該業務の実施要領 

⑷ 第７条に規定する審査委員会の委員の選定 

⑸ 評価基準、採点が同点の場合の取扱いその他受注者の選定に必要な事項 

⑹ その他指名委員会が必要と認める事項 

３ 業務の選定に係る庶務は、契約担当課にて行うものとする。 

（提案書の提出要請） 

第６条 市長は、次の各号に掲げる事項について、公募型プロポーザル方式の場合は、

当該業務の実施要領に基づき提案者を公募し提案書等の提出を要請するものとし、

指名型プロポーザル方式の場合は、指名を受けた者に対して、プロポーザル方式に

よる提案書の提出要請書（様式１）により提案書等の提出を要請するものとする。 

⑴ 業務の概要 

⑵ 提案書の作成様式及び記載上の留意事項 

⑶ 提案書の提出方法、提出先及び提出期限 

⑷ 提案書を採用する評価基準 

⑸ 提出要請書の内容について不明な点がある場合の質問の受付方法、受付窓口、

受付期間及びその回答方法 

⑹ 業務仕様書案 

⑺ その他必要と認める事項 

２ 提案書の提出要請に係る庶務は、業務担当課において行うものとする。 

（プロポーザル審査委員会の設置） 

第７条 受注者をプロポーザル方式により選定するときは、羽島市附属機関設置条例

（平成２６年羽島市条例第２号）第２条の規定に基づき、当該業務ごとにプロポー

ザル審査委員会（以下、「審査委員会」という。）を設置するものとする。 

（審査委員会の組織） 

第８条 審査委員会の委員は、羽島市業者指名審査委員会規則第３条第１項に掲げる
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者のうちから充てるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、審査委員会には、当該業務の内容、分野、重要度及び

規模に応じて関係職員及び職員以外の学識経験者等を委員に加えることができるも

のとする。 

３ 審査委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定めるものとする。 

（審査委員会の庶務） 

第９条 審査委員会の庶務は、業務担当課において行うものとする。 

（提案書の採用） 

第１０条 審査委員会は、業務の受注者をプロポーザル方式により選定するに当たり、

提出された提案書について評価基準に基づき審査を行い、当該業務について最適な

ものを採用する。 

２ 審査委員会は、審査委員会終了後、市長に当該委員会の結果を報告するものとす

る。 

３ 市長は、採用された提案書の提出者に対して、提案書を採用した旨を提案書の採

用について（様式２）により通知し、提案書を採用しなかった者に対して、採用し

なかった旨を提案書の不採用について（様式３）により通知するものとする。ただ

し、特別の事情がある場合はこの限りでない。 

 （契約の締結） 

第１１条 市長は、前条の規定により採用された提案者と当該業務の仕様等について

協議の上、その仕様等に基づく見積書を徴取し、地方自治法施行令第１６７条の２

第 1項第２号の規定による随意契約の方法により、契約を締結するものとする。 

２ 契約締結に係る業務は、契約担当課にて行うものとする。 

（実施上の留意事項） 

第１２条 提案書の提出者が、当該提出者以外の協力を得て、又は学識経験者等の援

助を受けて業務を実施する場合には、提出する提案書にその旨を明記するものとす

る。 

２ 提案書の作成及び提出に要する費用は、原則として提出者の負担とするものとす

る。ただし、特別の事情がある場合はこの限りでない。 

３ 採用しなかった提案書は、提出者に返還しないものとする。 

４ 提出された提案書は、提案者に無断で使用しないものとする。 

５ 提案書に虚偽の記載をした場合は、提案書を無効とする。 

６ 前各項に掲げる事項については、提案書の提出要請時において明らかにするもの

とする。 

   附 則（平成１７年４月２６日決裁） 

 この要領は、平成１７年５月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年１２月１７日決裁） 



６－４ 

 この要領は、平成２５年１２月１７日から施行する。 

 附 則（平成２６年３月３１日決裁） 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 附 則（平成３１年２月２７日決裁） 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

 附 則（令和２年３月２４日決裁） 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 
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様式１ 

第   号 

年  月  日 

 

様 

羽島市長    

 

プロポーザル方式による提案書の提出要請書 

 

次の事項について、貴社に提案書の提出を要請します。 

 なお、今回の業務につきましては、最も優れた企画提案をした者と随意契約を行う

方法といたしますのでご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 

⑴ 業務の概要 

⑵ 提案書の作成様式及び記載上の留意事項 

⑶ 提案書の提出方法、提出先及び提出期限 

⑷ 提案書を採用する評価基準 

⑸ 提出要請書の内容について不明な点がある場合の質問の受付方法、受付窓口、受

付期間及びその回答方法 

⑹ 業務仕様書案  

⑺ その他必要と認める事項 
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様式２    

 

 第  号 

     年  月  日 

 

             様 

 

羽島市長    

 

 

提案書の採用について（通知） 

 

 プロポーザルの提案の採用については、厳正な審査の結果、貴社の提案が採用され

ましたのでお知らせします。 
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様式３             

 

 第   号 

     年  月  日 

 

 

 様 

 

羽島市長    

 

 

提案書の不採用について（通知） 

     

プロポーザルの提案の採用については、厳正な審査の結果、貴社の提案は採用され

ませんでしたのでお知らせします。 

 本業務に関心を持ち、提案書の作成等に貴重な時間と努力を費やされたことに対し

て、感謝を申し上げます。 

 

（不採用理由） 


